
阿部顕三・遠藤正寛『国際経済学』有斐閣アルマ 

1 

 

 

 

 

 

2014 年 2 月 17 日 公開 

 

 

 

第 6章 関税政策の基礎分析 

 

Web資料 6-1 コメ市場の部分均衡分析に関する設定 

 

 コメ生産の保護政策の概要  

 コメの生産を保護することを目的として，2011 年度に行われた主要 3 政策（需給調整の

ための生産数量目標の設定，農業者戸別所得補償制度の導入，国家貿易と高関税によるコ

メの輸入制限）の概要は以下のとおりである。 

 まず，需給調整のための生産数量目標の設定は，食糧法（「主要食糧の需給及び価格の安

定に関する法律」）に基づいている。その方法は，まず農林水産省が全国の需要見通しから

全国の生産数量目標を設定し，それを基に過去の需要実績もふまえて都道府県別の生産数

量目標を設定する。次に，各都道府県は市町村レベルの生産数量目標を設定し，各市町村

は生産枠を各農家へ公表されたルールに基づいて配分する。農家は需給調整に参加しない

こともできるが，その場合は後述の農業者戸別所得補償制度による交付金が受給できない。

需要の減少が続いていることから生産数量目標も毎年減少となっている。2003 年までは生

産数量目標ではなくコメから他の作物へ転作する面積が決定されていたこともあり，この

政策は一般に「減反」政策と呼ばれている。 

 次に，農業者戸別所得補償制度は，民主党政権による主要な新規政策の 1 つとして，2010

年度に水田を対象としたモデル対策が始まった。2011 年度からは畑作物にも対象を拡大し

て本格実施となった。コメについては，需給調整に参加した農家に対して，作付面積当た

りで固定された金額を支払う交付金と，米価の変動に応じて増減する交付金を交付し，米

価が変動しても標準的と算定される生産費に相当する収入を農家が得ることができるよう

にする。また，麦や大豆などの畑作物への所得補償交付金は，標準的と算定される生産費

と販売額の差額を生産数量に応じて支払う数量払の部分と，農地を保全するための経費を

賄うための面積払の部分から成る。さらに，営農規模の拡大，コメから麦などへの転作，

耕作放棄された畑の再利用などへの加算措置もある。 

 最後に，外国貿易の制限は，国を通した輸入（国家貿易）については輸入量を制限して

政府売渡価格も高く維持すること，民間業者による輸入については高い輸入関税を設定す
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ることで行っている。 

 以前はコメの輸入は輸入許可制によって厳しく制限され，民間の輸入は事実上禁止され

ていたが，ガットのウルグアイ・ラウンド合意により，最低限確保すべき輸入機会（ミニ

マム・アクセス）として無税輸入枠が 1995 年度に設定された。これにより輸入されるコメ

はミニマム・アクセス米（MA 米）と呼ばれ，2000 年度以降は玄米ベースで年間 76.7 万ト

ンである。MA 米は農林水産省が全量の買入・管理を行う国家貿易であり，輸入関税はかか

らない。販売先は飼料用，加工用，援助用が中心である。国産米の価格を下げないように

するため，販売価格は輸入価格を上回る水準に設定されている。 

 また，コメの関税化も 1999 年 4 月に始まり，WTO 協定税率は 2001 年 1 月以降，もみ，

玄米，精米，砕米で 1kg 当り 341 円である。この関税率を支払えば民間業者は自由にコメ

を輸入して国内で販売できる。しかし，この従量税は非常に高く，輸入はほぼ行われてい

ない。出荷業者と卸売業者との間の直接取引で決定される相対（あいたい）取引価格を見

ると，2010 年産米の 2011 年 2 月までの全銘柄平均価格で精米 1 キロ当たり約 230 円であ

るので，海外から 0 円で輸入しても従量税のために国内平均価格を上回ってしまう。この

税率が課されたコメの輸入は，2009 年は精米が 244 トンであり，MA 輸入と比べるとその

0.04%程度にすぎない。 

 

 生産調整の撤廃と供給曲線のシフト  

 コメ市場に関する多くの研究では，生産調整に協力した生産者への補償が行われなくな

った場合，補償金を得るために減反していた生産者が生産を開始するため，以前と同じ生

産者価格のもとでも生産量は増加すると想定している。このように，生産調整の撤廃によ

って供給曲線が右にシフトする場合，コメの国際価格や供給曲線の形状によっては，保護

政策の撤廃によって国内のコメ生産はむしろ増加する。 

 しかし，生産調整への補償金制度が撤廃されたとしても，一度他の作物の栽培に転換さ

れた農地がどの程度水田に戻るのか，調整水田（水張り状態の水田）にどの程度作付けが

行われるのかは，他の農業政策にも大きく依存し，予測は困難である。そこで，ここでは

生産調整が撤廃されても供給曲線は右にシフトしないものとして分析した。 

 なお，このような想定では，供給曲線が右にシフトする場合と比べて，保護政策が撤廃

された場合の生産者余剰の減少額は大きく推計される。なぜなら，保護政策が撤廃されて

供給曲線が右にシフトするほど，すなわち，より多くの新規就農者が参入して，より広い

水田が耕作されて，所与の価格で生産数量が増加するほど，それら生産増加分による生産

者余剰の増加額が大きくなるからである。 

 

 2010年産米の価格と数量  

 2010 年産米の消費者価格は，1 トン当たり 358,000 円とした。この価格は，「小売物価統

計調査」の 2011 年 2 月の月次結果における「うるち米（単一原料米，「コシヒカリ」）」と
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「うるち米（単一原料米，「コシヒカリ」以外）」の，精米 5 キロ当たり都市別小売価格を

全都市について単純平均した 1,990 円という価格を，玄米 1 トン当たりに換算したもので

ある。なお，玄米から精米への換算率は 0.9 としている。本資料で用いるコメの数量は基本

的には玄米換算であり，精米の場合はその旨記載している。 

 2010 年産米の生産者価格は，1 トン当たり 228,000 円とした。この価格は，2010 年度に

実施された戸別所得補償モデル対策において，農林水産省が想定している「標準的な生産

に要する費用」（60 キロ当たり 13,703 円）に相当する収入を，すべての生産者がコメの販

売と戸別所得補償モデル対策による交付金から得たとして，これを 1 トン当たりの価格に

換算したものである。 

 コメの需給量に関しては，2010 年度の国内供給量は 2010 年産のコメの国内生産量 848

万トンとして，これが2011米穀年度の国内需要として全量が食用として消費されるとする。 

なお，コメの国内供給量と国内需要量が一致しても，国内生産量と国内消費量が等しく

なるわけではない。まず，国内生産量と国内供給量が異なることに関しては，コメの国内

供給には国内生産の他に純輸入もある。しかし，コメの輸入のほぼ全量を占める農林水産

省による国家貿易では，輸入された MA 米（77 万トン）は国内の需給に影響を与えないよ

うに販売されたり外国への食糧援助として贈与されたりするので，国内の需給と価格の関

係を分析する際には考慮しなくても差し支えない。また，民間による外国との貿易は，2010

年についてはコメの輸出量が 0.2 万トン，輸入量が 0.03 万トンと，無視できるほどに小さ

い。そこでここでは国内生産量を国内供給量とする。 

 次に，国内消費量と国内需要量が異なることに関しては，国内需要には主食・加工用と

しての消費だけでなく，政府・民間流通における在庫もある。もし日本国民による消費量

が供給量よりも少ない場合には，在庫が増加することでコメの供給量と需要量が一致する。

しかしここでは，2011 米穀年度は政府も民間業者も在庫量を一定とするよう行動すると仮

定することで，国内消費量が国内需要量と等しくなるとする。ちなみに，2009 年 6 月末か

ら 2010 年 6 月末にかけての在庫の変化量は，政府備蓄米（MA 米を除く）は 12 万トンの

増加，民間流通での在庫は 4 万トンの増加であった。 

 

 保護政策撤廃後の生産者価格と消費者価格  

 国産米と競合関係にある外国産米として，中国産とアメリカ産のうるち米短粒種を設定

した。これらは，日本で主食とするジャポニカ米短粒種のうち，MA 輸入米の SBS

（Simultaneous Buy and Sell，輸入業者と国内の実需者がペアで入札に参加する売買同時

契約）取引数量が多いものである。 

 保護政策撤廃後の生産者価格は，SBS 輸入方式において国が輸入業者から買い入れる価

格とする。この価格は，コメの国家貿易の中で最もコメ市場の需給を反映していると思わ

れる。農林水産業ウェブサイトからこの SBS の入札結果が閲覧でき，2010 年度については

精米 1 トン当たり中国産でおおよそ 171,000 円，アメリカ産でおおよそ 152,000 円であっ
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た。玄米 1 トン当たりでは中国産で 154,000 円，アメリカ産で 137,000 円となる。 

 保護政策撤廃後のコメの消費者価格は，生産者価格に加工費用や流通費用などを加えた

価格になる。ここでは，生産者価格に上乗せされる部分を，現在の国産米の相対取引価格

と消費者価格の比率から求める。相対取引価格とは，出荷業者と卸売業者との間の相対取

引で決定される取引価格ことであり，コメの市場価格として適当と考えられる。 

 具体的には，2010 年産のコメの相対取引価格（運賃，包装代，消費税相当額含む）は，

2011 年 2 月までの全銘柄平均価格で 60 キロ当たり 12,705 円，1 トン当たりに換算すると

211,750 円であるので，これと消費者価格 358,000 円の比である 1.7 より，保護政策撤廃後

の消費者価格は生産者価格の 1.7 倍になるとする。すると，中国産うるち米短粒種の価格を

生産者価格とするケースでは，消費者価格は 1 トン当たり 262,000 円となり，アメリカ産

うるち米短粒種の価格を生産者価格とするケースでは，1 トン当たり 233,000 円となる。 

 

 供給と需要の価格弾力性  

 本文で想定する供給関数は，以下のようなものである。 

SeSapS         (1) 

この対数をとって線形にしたものが，以下の式（189 ページ）である。 

SS peaS lnlnln        (2) 

Se は
Sp が 1%上昇したときに S が何%変化するかを示す，供給の価格弾力性である。これ

は，(1)式あるいは(2)式を微分することで確認できる。 

S
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dp
e

S

dS
  

ここで， SdS は S の変化率，
SS pdp は

Sp の変化率なので，
Se は

Sp が 1%上昇したと

きの S の変化率（%）となる。需要曲線の
De についても同様である。 

 

 価格弾力性に関する参考文献  

 日本のコメ市場における需要と供給の価格弾力性については，以下の研究成果を使用し

た。  

 Fujiki H. (2000), “Japanese rice market liberalization: A competitive equilibrium 

approach,” Japanese Economic Review, Vol. 51, No. 4, pp. 492-518. 

 Kako, T., M. Gemma and S. Ito (1997), “Implications of the minimum access rice 
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import on supply and demand balance of rice in Japan,” Agricultural Economics, Vol. 16, 

No. 3, pp. 193-204. 

 Organization for Economic Cooperation and Development (2009), Evaluation of 

Agricultural Policy Reform in Japan. Paris: OECD. 

 大塚啓二郎「米の需要供給関数の推定」，『経済と経済学』，第 55 号，1984 年，pp. 15-26。 

 Otsuka. K., and Y. Hayami (1985), “Goals and consequences of rice policy in Japan, 

1965-80,” American Journal of Agricultural Economics, Vol. 67, No. 3, pp. 529-538. 

 また，以下の Takahashi (2012) は日本のコメ市場における需要と供給の価格弾力性を推

計した先行研究を紹介しており，有用である。 

 Takahashi D. (2012), “The distributional effect of the rice policy in Japan, 1986-2010,” 

Food Policy, Vol. 37, No. 6, pp. 679-689. 


